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Ⅰ　はじめに
よく知られているように中国は即時に生産手段の私有化 1を認めず、経済活動の自主経営権の
付与から制度の移行を始めた。しかし、30年余りの年月を経っても、中国は国有企業を公共セ
クターだけではく、多くの競争的な産業部門において存続させている。つまり、今も国有企業が
依然として国民経済再生産活動の担い手となっている。
他方、私有企業が大きく発展してきたのも否定できぬ事実である。国有企業と共存しているな
か、こうした私的企業の大きな発展の条件は、いうまでもなく中国の国づくり方針の転換だけで
なく、移行経済期に入ってから経済資源の配分の仕方が変わったところにあると思われる。
一般的な概念としては、国有企業が大きな後退をしない限り、私有企業の発展の余地はないの
ではないかと思われがちだろう。実際には 70年代末から中国は経済の高成長を成し遂げてきた。
このような経済の高成長が私有企業の参入に大きな機会を与えていたといえる。つまり、国民経
済全体の「増量」2の分で私有企業の生産が拡大してきたということである。
ところで、周知のように経営組織にとっては製品、あるいはサービスを提供するために、まず
生産要素を手に入れることが必要不可欠な条件である。要素の生産性、特に資本と労働力が中国
経済成長に如何に貢献しているかは、Yan WANG, Yudong Yao（2003）、陳彥斌・姚一旻（2010）
と洪銀興（2012）が実証研究によって検証した 3。しかし、経済移行期に入ってから企業形態の間、
要素の配分が如何に異なっているかを検証するのも無視できない問題である。ここでは、われわ
れが経済移行期に入ってからの中国においてこのような生産要素が如何なる形で存在するか、な
おかつこれらの生産要素と私有企業との関係が如何なるものだかに重要視を与える。
本論文は、まず 1970年代末からの中国企業の変化を検証する。この検証によって、私有企業
の供給が弾力的であるか否かを明らかにする。そして、さらに私有企業拡大の要因を追及してい
く。私有企業拡大の要因分析を通して、中国経済構造の変動のなかで、中国的私有企業の形成と
成長の特徴を浮き彫りにする。
Ⅱ　私的企業の拡大
1.経済移行期における中国企業の変化
冒頭で述べたように 70年末から中国が経済の高成長を成し遂げた。こうした経済の高成長に
伴い、企業の数もかつてない勢いで増えてきた。1971年から 1975年までの間、年間平均で 8,000
社の企業が新たに設立された。そして、1976年から 80年まで、毎年新しい企業が約 15,000社も
増えた。その後企業の増加がとどまらず、しかもより大幅に増えていった。2006年から 2009年
までの間は平均で毎年約 5万社もの企業が生まれてきた（図 1）。
確かに 70年代から廃業企業数も増えてきたが、図 1によって示されているように 90年まで新
規企業数が廃業企業数の約 8倍であったが、その後、この倍数がさらに大きく拡大し、2006年
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から 2009年までの間は、新規企業数が廃業企業数の約 21倍となっている。つまり、90年代以降、
新規企業数が廃業企業数をより大きく上回っているのはここで確認できたということである。
但し、大きな規模の企業があれば小さな規模の企業もあるため、今まで増えてきた企業数だけ
によって企業形態別における国民経済生産活動への参加の度合いを判断するのは決して厳密とは
いえない。これから、固定資産投資額の長期的な変化から各企業形態間の相違を分析する。
まず 1980年から 2010年までの 30年間を 10年ごとに分けて、各 10年間公的所有企業（国有企業、
国有系株式会社、集団所有企業を含む。以下は同じ）と私的所有企業の固定資産投資の変化を考
察する。1980年から 1990年まで公的所有企業の固定資産投資額（平均年間投資額、以下は同じ）
が 4倍あまり拡大しているのに対して、私的所有企業のそれは約 10倍も拡大している（図 2）。
1980年に公的所有企業固定資産投資額が私的所有企業固定資産投資額の 6.7倍であったが、その
後両者の差が縮小し、1990年に公的所有固定資産投資額の対私的所有企業固定資産投資額の比
が 3.5にすぎなかった。
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図 1　中国企業数の推移
出所：『中国基本単位統計年鑑　2010 年版』、『中国第 1回基本単位資料編』1996 年、
『中国第 2次基本単位資料編』2001 年により筆者が作成。
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図 2　企業形態別固定資産投資の推移（1980 － 90年）
出所：『中国統計年鑑』各年版、『中国固定資産投資資料』各年版により筆者が算出・作成。
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1991年から 2000年までの間、公的所有企業固定資産投資額（平均年間投資額）が約 5倍増加
した。一方、私的所有企業固定資産投資額は公的所有企業ほど増加していないが、その平均年間
投資額が約 4.5倍も増えた（図 3）。そのため、公的所有企業固定資産投資額と私的所有企業固定
資産投資との差がまた拡大した。公的所有企業固定資産投資額の対私的所有企業固定資産投資額
の比が 1993年に最大となり約 7となっている。しかし、1994年からそれらの差が再び減っていっ
た。2000年に両者の比が 4.5となっており、公的所有企業固定資産投資額は私的所有企業のそれ
を依然として上回っている。
そして、図 4によって表されているように 2005年から私的所有企業固定資産投資額が急速に
増えるようになった。公的所有企業固定資産投資額の 4倍の拡大に対して私的所有企業固定資産
投資額は約 12倍も拡大した。その後も私的所有企業固定資産投資額が加速しており、公的所有
企業固定資産投資額に近づこうとしている。両者の比がおよそ 1.3となっており、私的所有企業
固定資産投資額がわずかの差で公的所有企業のそれを下回っている。
私的所有企業固定資産投資額が大幅に増加していることを考察した。しかし、図 5によって表
されているように 1981年から 2010年まで私有企業の固定資産投資伸び率は国有企業や集団所有
企業等のそれと大きな違いが見えてこない。もし市場経済の開始を宣言した 1992年を境にして、
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図 3　企業形態別固定資産投資の推移（1991 － 2000 年）
出所：図 2に同じ。
図 4　企業形態別固定資産投資の推移（2001 － 10年）
出所：図 2に同じ。
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前後の二つの時期において私有企業を他の所有制の企業と比べればそれらの相違がよりはっきり
と判明できると思われる。
私有企業と国有企業との比較をみよう。図 6に示されているように 1981年から 1993年まで両
者の固定資産投資伸び率も激しく変動しているが、ほぼ同じように変化しているとみられる。し
かし、1994年から 2010年まで両者の差がはっきり表されている。つまり、期間中ほとんどの年
に私有企業の固定資産投資伸び率が国有企業のそれを上回っている。
筆者がこの二つの時期における企業形態別固定資産投資の平均伸び率（算数平均値）を計算し
た。その結果が表 1のとおりである。1981年から 1993年までの時期に私有企業固定資産投資伸
び率は国有企業のそれとほぼ同じである。しかし、1994年から 2010年までの時期に私有企業の
固定資産投資伸び率は国有企業のそれより約 10ポイントも大きくなっている。ちなみに、市場
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図 5　企業形態別における固定資産投資の伸び率
出所：図 2に同じ。
図 6　国有企業と私有企業の固定資産投資伸び率の推移
出所：図 2に同じ。
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経済の本格的な開始前まで集団所有企業固定資産投資が大きく伸びていたが、その後徐々に減速
していき、ついその伸び率が私有企業を下回るようになった。
企業形態別固定資産の構成比をみると、1980年に国有企業のそれは全体の 82%に占めている。
2010年になると、国有企業のそれは全体の三分の一にすぎない。株式上場の国有系の企業を入
れると、62%にまで減っている（図 7）。これに対して 80年に私有企業固定資産の構成比は全体
の 13%であったが、2010年にすでに全体の四分の一にものぼった。ちなみに、集団所有企業場
合は 80年代から 90年代までの間 10数%の割合を保ってきたが、2000年に入ってから徐々に減っ
ていき、2010には 3.6%にまで下がった。
2.固定資産投資の変化率の測定
これまで企業形態別固定資産投資の変化を検証してきた。1980年から 2010年までの間最初の
時期には、国有企業、あるいは公的所有企業固定資産投資は私的所有企業のそれを大きく上回っ
ていたが、市場経済が本格的に展開してから私有企業の投資が加速しはじめ、2005年になると
私有企業固定資産投資額は国有企業のそれに近づいてきた。要するには、1980年代から私有企
業がスムーズに拡大してきたといえる。
固定資産投資の変化から私有企業の着実な拡大が確認できたが、国民所得全体に対する私有企
表 1　企業形態別固定資産投資の伸び率
年 国有企業 集団所有企業 私有企業
1981-2010年 17.73 24.55 23.81
1981-93年 21.65 37.29 21.96
1994-2010年 14.11 17.42 24.39
出所：図 2に同じ。
注：いずれも算数平均値。
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注：国有企業＊には国有系の株式会社が含まれている。
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業の変化の度合いを判断するには、さらにもうひとつの分析作業が必要とされている。それは、
GDPの変化率に対する私有企業固定資産投資の変化を検証することである。このような検証を
通してまずは、私有企業の供給が弾力的であるか否かを明らかにすることができる。今ひとつの
目的は、国有企業と比べてみると私有企業の供給がより弾力的であるか否かを判断することがで
きる。
周知のように当期の投資が前期の貯蓄にかかわっている、あるいは前期の GDPの変化に左右
されている。前期の GDPの変化に伴って、当期の固定資産投資が如何に変化しているかを考察
することによって、前期の GDPの変化（Qt-1－Qt-2）が当期の投資の変化（St－St-1）の如何なる
誘因になるか、言い換えると、固定資産の投資が GDPに対して弾力的であるかは判断できると
思われる。
この研究は、GDPの変化率に対する企業形態別（国有企業と私有企業）の固定資産投資の変
化を測定した 4。その結果が図 8によって表されている。網がけ部分は 1より大きな数値である
ことを表している。すなわち、図 8から 1981年から 2010年までの間ほとんどの年に私有企業と
国有企業の固定資産投資が国民総生産（GDP）に対して弾力的であることが読み取れる 5。つまり、
80年代に入ってから、国有企業の供給が弾力的であるが、私有企業の供給も弾力的だといえる。
さらに GDPの変化に対する固定資産投資の変化率の算数平均値を計算した。1981年から 2010
年まで、国有企業（国有系株式会社を含む）の 1.4235に対して、私有企業のそれは 1.5782であ
る。そして、本格的な市場経済の開始の年（1993年）を境にして 1981年から 1993年までの時
期と 1994から 2010年までの時期に分けてみることにした。まず、1981から 1993年までの時期
においては、国有企業の 1.4201に対して私有企業のそれは 1.4519である。また、1994年から
2010年までの時期においては国有企業のそれは 1.3725であるが、私有企業のそれは 1.6011であ
る。要するには、いずれの時期においても国有企業と私有企業の供給が弾力的であるが、本格的
な市場経済が開始してから国有企業固定資産投資の弾力性が緩めてきたのに対して、私有企業の
それはよりいっそう増していったといえる。
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出所：『中国統計年鑑』各年版、『中国固定資産投資資料』各年版により筆者が算出・作成。
137
経済移行期の中国における私有企業の持続的な拡大
Ⅲ　過剰労働力からみる私有企業の供給拡大
1.農政の改革と農業生産の変化
今まで 1970年代末ごろから私有企業の供給が弾力的であることを明らかにした。いうまでも
なく国の方針転換がそのきっかけとなっている。しかし、中国はほかの旧社会諸国と異なり、即
時に国有資産を株にしてから大衆に払い下げることをしなかった。つまり、私有企業が最初から
国有企業のような巨大なライバルと共存しながら、非常に弱小の状態から成長してきた。一体、
私有企業の成長の要因は何か、これらの要因が如何に発生したかを探求する必要がある。
ところで、経済固有のメカニズムに基づいて生産要素が如何に私有企業への配分に傾いている
か、また需要供給関係が如何に変動しているかについての検討によってその要因を求めるのは一
般的である。すべての要素、またはすべての需給関係を検討したうえ、私有企業の成長の要因を
浮き彫りにするのは紙幅に許されていない。ここで、まず私有企業の担い手（経営者、従業員）
がどこから来たかに重要視を与えることにする。それはなぜかというと、一人の企業もあれば、
多人数の企業もあるが、もし人がいなければ企業の創業、運営ができないといっても過言ではな
いからである。もちろん、ほかの要素、または需給関係をまったく考慮していないわけではない。
それらは他の研究に譲ることにする。
工業化の過程において過剰労働力が農村部から発生するのは通説となっている。中国も例外で
はない。一方、中国の経済制度の移行は実際には、農村部から始まったといわれている。両者が
密接な関係にあるため、まず、農業生産請負制が行われてから農業生産が如何に変化してきたか
を考察する。
1979年末まで安徽省の 61.6%と四川省の 57.6%は農業生産請負制を行ったという 6。1984年
になると、農家による農業生産請負制が農村部の 95.3%に達しており、ほかも多種多様な農業生
産請負制を実施している 7。つまり、農家による農業生産請負制が急速に中国において普及して
いった。このような請負制の実施に伴い、中国の農業生産が長期的な停滞状態から脱出したばか
りでなく、スムーズに増加してきた 8。
すなわち、農業生産請負制の実施まで中国の農業生産は長い間、横ばいとなり、伸び悩んでいた。
特に 1976年と 1977年は農業生産がマイナス成長に落ち込んだ（図 9）。農業生産請負制が普及
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図 9　農業総生産の変化
出所：『中国統計年鑑』各年版により筆者が算出・作成。
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し始めた 1978年には農業生産がプラス成長に転じ、その後の 20年間成長を続けている。1978
年から 2010年まで、中国農業総生産の平均伸び率（算数平均値）は二桁の 11.96%となっている。
また、本来は下がっていくはずの農業総生産の構成比（農業総生産の対 GDPの比）が 1978年か
ら 1984年まで 30%強を維持していた。これは、農村部が都市部に制度の移行を先んじて始めた
効果を物語っているといえる。
そして、農政改革に伴った農業生産の発展は単なる穀物生産の高成長にとどまらず、農産物の
商品化が進んでいるため、多くの農家が多種多様な、換金しすい農産物の生産を主要な業務にす
るようになった。すなわち、農業生産請負制が実施してから農業生産を請け負った農民達は自由
な農業経営に乗り出した。穀物を専業とする人もいれば、果物や野菜等の栽培、家畜養殖を携わ
る人もいる 9。
統計資料によると、1970年代末から穀物よりほかの農産物、水産物、食肉の生産性が大幅に
高まってきた。例えば、1978年から 2004年まで穀物の農業従事者一人当たりの生産量はおよそ 1.5
倍しか伸びなかった。これに対して、綿花、食用油原料、砂糖原料、果物、食肉、水産物等はそ
れぞれが約 2.5倍、5倍、3.5倍、21倍、6倍、10倍も増えてきた（表 2）。つまり、経済移行期
の中国において農業は、穀物の生産を中心とする農業から多種多様な農産物を生産する農業に変
わりつつある。
2.農村部における非農業従事者の増加
このような農政改革と農業生産の拡大に伴い、農村部の非農業従事者も増えてきた。図 10に
よって表されているように、1978年から 1982年まで農業従事者が農村部全体の従業者の約 90％
に占めているが、83年からその割合が明らかに下がってきている。2008年に農村部従業者のな
かで非農業従事者の人数（45.5%）が農業従事者の人数（54.5%）に近づこうとしている。
ある調査によると、中国農村部における非農業従事者の割合が 1986年の 40％から 1999年の
50％へと上昇した（図 11）。そのうち、沿海地域農村部の非農業従事者の割合は 60%を越えた。
一方、全国における農村部の製造業従事者の割合は 10%強であり、沿海地域農村部の製造業従
事者は 20%強で、全国の平均を大きく上回っている。
次に農村部非農業従事者の職業の分類を立ち入ってみることにする。中国農村部の非農業従事
者は主に製造業、建設業、輸送業、サービス業に集約している。表 3によって示されているように、
表 2　中国における農業従事者一人当りの農産物の生産量
単位：キログラム /人
年 穀物 綿花 食用油原料 砂糖原料 果物 食肉 水産物
1978 1071.4 7.6 18.3 83.7 23.1 36.9a 16.4
1980 1088.8 9.2 26.1 98.9 23.1 40.9 15.3
1985 1222.2 13.4 50.9 194.9 37.5 62.1 22.7
1990 1356.3 13.7 49.1 219.4 57.0 86.9 37.6
1995 1435.2 14.7 69.3 244.2 129.6 161.8 77.4
2000 1406.7 13.4 89.9 232.4 189.5 186.4 130.2
2004 1518.0 20.4 99.1 309.5 496.0 234.2 158.5
出所：国家統計局農業社会経済調査司編『中国農業統計資料彙編 1949-2004』
　　　中国統計出版社により筆者が作成。
注：1.aは 1979年のデータ。
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1986年に全国の場合は製造業従事者の比率が 48.1%で、圧倒的に高い。そして、1999年になる
と製造業従事者の比率が下がっているが、その代わりに、建設業、サービス業の従事者の比率が
上昇しているため、この四つの部門に従事する農村部の従業者は10数年間8割以上を占めている。
一方、市場経済の移行が先に展開した沿海地域の場合は、1986年に製造業従事者が 57.3%で 6
割に近づいている。1999年になると製造業従事者の比率が多少下がっているが、43.3%であり、
ほかの部門の従業者を依然として大幅に上回っている。それも、全国の平均水準より高い。また、
製造業、建設業、運送業とサービス業の四つの部門に従事する従業者の割合がやや全国のそれを
上回っており、83%前後である。
これまでの検証によって農業発展に伴い、多くの労働力が農業部門から押し出されていること
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図 10　農業従事者比率の変化
出所：中華人民共和国農業部編『新中国農業 60年』中国農業出版社、2009 年により筆者が算出・作成。
図 11　農村部における非農業従事者の推移
出所：中共中央政策研究室農業部・農村固定観察点弁公室編『全国農村社会経済典型調査（1986-1999）』
中国農業出版社、2001 年により筆者が算出・作成。
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は推測できる。これらの労働力が一体どこに流れていったかもわれわれの検証の対象になる。多
くの研究は、これらの労働力が都市部の外資系企業へ雇用されていると指摘しているが、果たし
てそうであるかを問いかける必要がある。
ある調査によると、1986年に出稼ぎ者の割合（対適齢労働者全員の比、以下は同じ）が約
10%であるのに対して、在村非農業従事者の割合が約 30%にのぼっている 10。その 13年後の
1999年には、出稼ぎ者の割合が上がっており、14.03%である。これに対して在村非農業従事者
の割合も 37.84%へと上昇した。両者を比較してみると、在村非農業従事者の割合が実際に比較
的高くなっている。
一方、1986年に沿海地域の場合は出稼ぎ者の 16.20%で、全国の平均と比べてやや多いと見ら
れる。しかし、在村非農業従事者の割合も比較的高くて、41.32%であった。そして、1999年に
は、出稼ぎ者の割合が 13.38%へと減少しているのに対して、在村非農業従事者の割合は 49.49%
へと上昇した。要するには、農業に追い出された過剰労働力は、すべて都市部へ流れていったの
ではなく、むしろこれらの労働力の多くが都市部へ行かずに農村部にとどまり、農村部の非農業
部門に吸収されたといったほうがよい 11。
1990年に農村部私有企業の就業人口は 1,604万人であり、その 10年後の 2010年にそれは約 4
倍拡大し、5,887万人にのぼった 12。なおかつ、これらの私有企業はほとんどが労働集約的部門
に参入しているため、労働力の吸収力が非常に高い 13。よって、農業から余った労働力の多くが
農村部の私有企業に吸収されるようになったといえる。
3.都市部における過剰労働力の存在
しかし、経済移行期に入った中国において、私有企業は農村部で族生してきたばかりでなく、
都市部でも私有企業が相次いで生まれてきた。前述のように農政改革に伴い多くの余剰労働力が
急速に増えてきた。これらの労働力の多くは農村部の非農業部門に吸収されている。実は、その
一部は都市に流れていった。そのなか、一部の人は私有企業の経営に乗り出した人もいれば、私
表 3　農村部における非農業従事者の構成比
年別
全国 沿海地域
製造業 建設業 運送業 サービス業 小計 製造業 建設業 運送業 サービス業 小計
1986 48.1 12.4 9.2 12.1 81.8 57.3 8.8 8.8 11.2 83.3
1987 47.9 12.2 9.0 12.9 82.0 58.4 7.4 7.4 11.7 83.4
1988 46.9 11.8 9.9 13.3 81.8 54.6 7.8 7.8 12. 81.9
1989 48.4 12.3 7.5 13.8 82.0 56.3 8.1 8.1 13.7 83.3
1990 43.4 13.1 7.9 15.4 79.8 53.5 7.4 7.4 14.4 81.4
1991 42.4 13.4 8.3 15.6 79.7 52.3 7.5 7.5 14.2 80.4
1993 40.9 14.0 7.8 16.5 79.2 47.9 9.6 9.6 15.2 80.0
1995 38.7 14.6 8.6 18.8 80.7 48.0 11.5 11.5 16.4 83.6
1996 38.7 14.1 8.8 19.7 81.2 48.7 9.6 9.6 17.4 82.7
1997 35.9 14.0 8.8 20.7 79.3 46.7 10.3 10.3 18.7 83.4
1998 33.4 14.9 9.5 21.5 79.4 41.6 11.4 11.4 18.5 79.6
1999 34.4 15.7 9.7 22.1 81.9 43.3 12.2 12.2 19.4 83.2
出所：図 11に同じ。
注：出稼ぎ者が含まれていない。
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有企業に雇われた人もいる。
但し、都市部の私有企業の担い手はすべて農村から来た余剰労働者ではなく、都市部の余剰労
働者も私有企業を支えていると思われる。都市部の余剰労働者が概ね二つのグループに大別され
ている。一つのグループは、1970年代末から 1980年初頭まで農村から都市に戻ってきた従来の
農村に下放した青年達である 14。もう一つのグループは、国有企業の再編に伴ってリストラされ
た元従業員達である。
まず、農村から戻ってきた若者（ことで ｢知青｣ と呼ぶ。以下は同じ）をみよう。1970年代
末まで 1,600万人から 1,800万人の中卒と高卒の学生が農村にいったといわれている。そして、
1970年代から 1980年代までにかけて、これらの ｢知青｣ が職場を求めて都市部に再び戻ってき
たがゆえに 1980年から都市部失業者の若者の比率が急速に上昇した。すなわち、1979年には
都市部失業者に占める若者の割合が 45.5％であったが、1980年には 25%のポイントも上がり、
70.6%となった。1987年にはその比率はピークに達し、85.0%である（図 12）。
しかし、これらの職場を求めてきた若者はほとんどが事実上、失業の状態に置かれていた。そ
のなか、多くの人はほかの職につけないため、自ら経営に乗り出した 15。たとえば、全国では
1979年までに自営業者のうち、約 22.4%の経営者が ｢知青｣ である。1983年になると、自営業
者に占める ｢知青｣ の割合が 28.3%にまで上がった 16。
一方、経済移行の進展に伴い、国有企業の再編が大いに行われた。その再編によって多くの従
業員が職場から離れざるをえなくなった。最初は、これらの職場から離れた従業員がレイオフと
呼ばれず、在宅待機という名称でつけられた 17。リストラされた元国有企業従業員の人数は 1997
年にはすでに約 640万人に達した。そのピーク期の 2000年には在宅待機者は 911万人にものぼっ
た（図 13）。しかも、そのなか、働き盛りの若者は決して少なくなかった。1997年にはリストラ
された 35歳以下の元国有企業従業者は全体の 45.5％に占めている。また、2000年に 50歳以下
の男性と 40歳以下の女性の合計人数は 6割を超えている。その割合がもっとも高いときは 67％
（2002年）にも達している（図 13）。
いうまでもなく、これらの人も私有企業の担い手の予備軍となっている。ある調査によると、
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図 12　都市部の失業率
出所：『中国労働統計年鑑』2011 年版より筆者が作成。
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1995年には元国有企業従業員は私有企業の管理職の 18.7％、技術職の 17.9％、労働者の 5.4％を
占めているという 18。また、元国有企業従業員は私有企業創立者の 12.2％を占めている 19。確かに、
そのなか、すべての人はリストラされた元国有企業従業員とは言い切れないが、リストラされた
人はいないともいいがたい。やや強引な結論になるかもしれないが、リストラされた国有企業従
業員は単に私有企業の労働者を提供しただけでなく、より知識的技術者や経営者をも提供してい
るといえる。
Ⅳ　おわりに
中国生産手段所有制の再編成は、旧ソ連等の社会主義諸国と異なり、即時に国有企業を大衆に
払い下げず、国有企業の経営改革を行いながら、私的企業の容認を徐々に展開してきた。しかし、
経済移行期の中国においては、私有企業が着実に拡大してきた。しかも、私有企業の供給が弾力
的であることが今までの分析によって証明された。
国の方針転換、あるいは生産手段の私有化への容認が私有企業の発展のきっかけになるのは否
定できない事実である。しかし、私有企業が国有企業と共存しながら急速に拡大してきたのは旧
ソ連と東欧諸国において確かに見られない現象である。今までの検証によって生産要素、あるい
は経済資源の一つである労働力の配分が私有企業に傾くようになった結果も得られた。
まず、1970年末から農政改革に伴い、農業から押し出された労働力が非常に豊富となり、そ
の一部は都市部へ流れて込んでいった。だが、その多くは農村部にとどまり、私有企業と集団所
有企業によって吸収された。いうまでもなくこのような現象がリカード 20やマルクス 21等によっ
て描かれたヨーロッパにおける農村からの労働力移動の現象に類似している。しかし、経済移行
期の中国の状況は、古典学説にあるヨーロッパ社会とは異なっていると思われる。
すなわち、1949年から 1970年末までの中国は市場経済ではなく中央集権的計画経済を行って
いた。その間、経済資源の配分が市場に委ねられているのではなく、すべて中央政府によってコ
ントロールされていた。そのため、中国は労働力の配分において山ほどの問題を抱えていた。経
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図 13　国有企業のリストラ人員の推移
出所：『中国労働統計年鑑』各年版により筆者が算出・作成。
注：97年から 99年まで、35歳以下のリストラされた人員の割合、
2002 年から 2005 年まで、50歳以下の男性と 40歳以下の女性の割合。
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済移行が開始してから指令的労働力の配分制度が撤退しつつあった。従来の労働力配分制度の撤
退に伴い、都市部にも過剰労働力が溢れるようになってしまった。これらの過剰労働力がもちろ
ん再び私有企業によって吸収されるようになった。経済移行期の中国において一部の農村から流
れてきた労働力だけでなく、都市部の余剰労働力も私有企業の主力となっている。
特に経済移行期の初期には、農村部であれ、都市部であれ多くの私有企業は労働集約的部門に
参入しているため、それらの労働力の吸収力が極めて著しく現れていた。つまり、経済移行期の
中国においては、私有企業の生成と発展がこれらの人員によって担われている。
労働力が私有企業へ配分されるようなったため、経済移行期の中国においては私有企業が大い
に発展してきたと立証された。しかし、私有企業の発展の要因が資本や労働力の配分にあるとい
えるが、ほかの経済資源、あるいは生産要素の配分の仕組みも変わったことはいうまでもなく、
市場経済の復権による需給関係がより緊張になったのも私有企業の発展の要因になりうることも
考えられる。残念ながら、紙幅のため、本論文の検証はここまで止めせざるをえない。
注釈
1   ここで生産手段の私有化の対象は農林水産業の以外の業種とすることにこだわる。
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有企業と私有企業は固定資産投資をよい勢いで拡大し続けてきた。そのため、企業の供給が弾力的であるかを
検証する対象として、国有企業と私有企業だけを選ぶことにした。
6   馬家駒編『中国経済改革的歴史考察』（中国） 浙江省人民出版社、1994年、p.111-112。
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10  中共中央政策研究室農業部農村固定観察点弁公室編『全国農村社会経済典型調（1986-1999）』中国農業出版社、
2001年による。
11  実は、地域によって私有企業が比較的多いところもあれば、比較的少ないところもある。2005年から 2007年
まで 3年にわたって、筆者が杭州市農村部に現地調査を行った。杭州市直轄富陽市には隣接の二つの村があり、
ひとつの村において村全体は集団所有企業となっており、村民が企業の経営者になり、管理職者になり、労働
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